
現計予算額 補　正　額 補正後の予算額

千円 千円 千円

82,483,748 1,418,468 83,902,216

　国民健康保険特別会計（事業勘定） 12,290,710 12,290,710

　国民健康保険特別会計（直営診療施設勘定） 47,811 47,811

　後期高齢者医療保険特別会計 2,124,459 2,124,459

　介護保険特別会計 16,123,381 16,123,381

　休日夜間診療所特別会計 60,823 60,823

　墓園事業特別会計 7,508 7,508

小              計 30,654,692 0 30,654,692

　病院事業会計 18,653,763 18,653,763

　水道事業会計 4,951,681 4,951,681

　下水道事業会計 13,534,111 13,534,111

小              計 37,139,555 0 37,139,555

150,277,995 1,418,468 151,696,463

令和7年度　12月補正予算（追加）総括表
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　令和7年度　一般会計　12月補正予算（追加）総括表

（歳　入）　　 （単位：千円） （歳　出） （単位：千円）

款 現計予算額 補  正  額 補正後の予算額 款 現計予算額 補  正  額 補正後の予算額

 1　市税 15,730,946 15,730,946  1　議会費 439,435 2,535 441,970

 2　地方譲与税 675,253 675,253  2  総務費 13,421,955 823,863 14,245,818

 3　利子割交付金 7,286 7,286  3  民生費    24,066,195 411,018 24,477,213

 4  配当割交付金 64,903 64,903  4　衛生費 6,434,767 29,298 6,464,065

 5　株式等譲渡所得割交付金 157,996 157,996  5　労働費 79,967 79,967

 6  法人事業税交付金 226,614 226,614  6　農林水産業費 4,199,594 66,133 4,265,727

 7　地方消費税交付金 3,378,081 3,378,081  7　商工費 5,993,730 14,000 6,007,730

 8　ゴルフ場利用税交付金 7,162 7,162  8　土木費 7,424,312 18,906 7,443,218

 9　環境性能割交付金 62,426 62,426  9　消防費 3,258,399 12,176 3,270,575

10　地方特例交付金 98,867 98,867 10　教育費 8,603,976 40,539 8,644,515

11　地方交付税　 23,858,906 204,605 24,063,511 11　災害復旧費 262,897 262,897

12  交通安全対策特別交付金 18,658 18,658 12　公債費 8,248,521 8,248,521

13  分担金及び負担金 503,248 503,248 13　予備費 50,000 50,000

14  使用料及び手数料 949,364 949,364

15  国庫支出金 11,539,050 958,650 12,497,700

16  県支出金　　 6,183,264 116,851 6,300,115

17　財産収入 283,493 283,493

18　寄附金 2,897,606 2,897,606

19　繰入金 3,735,029 3,735,029

20　繰越金 1,045,136 138,362 1,183,498

21　諸収入　　　　　 3,285,360 3,285,360

22　市債 7,775,100 7,775,100

歳 入 合 計 82,483,748 1,418,468 83,902,216 歳 出 合 計 82,483,748 1,418,468 83,902,216
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（歳　出） （単位：千円）

構成比

（％）

1 　　   人　　件　　費 12,465,348 343,692 12,809,040 15.3

　　う ち 職 員 給 7,497,819 229,835 7,727,654 9.2

2    　  扶　　助　  費 14,880,790 301,520 15,182,310 18.1

3 　     公　　債　　費 8,248,521 8,248,521 9.8

4 　　   物　　件　　費 13,734,994 19,063 13,754,057 16.4

　　う ち 委 託 料 8,060,241 2,547 8,062,788 9.6

5 　　   維 持 補 修 費 1,122,281 1,122,281 1.3

6 　　   補  助  費  等　　　 11,268,279 754,193 12,022,472 14.3

うち一部事務組合負担金 65,733 65,733 0.1

うちその他負担金補助交付金 6,227,557 754,193 6,981,750 8.3

7 　　   積　　立　　金　　　 776,822 776,822 0.9

8 　　   投資及び出資金 972,041 972,041 1.2

9 　　   貸　　付　　金　　　 2,188,960 2,188,960 2.6

10 　　   繰　　出　　金　　　 5,463,081 5,463,081 6.5

11 　　   普通建設事業費 11,049,734 0 11,049,734 13.2

　（１）補助事業費 2,780,228 2,780,228 3.3

　（２）単独事業費 8,269,506 8,269,506 9.9

12 　　   災 害 復 旧 費 262,897 262,897 0.3

　（１）補助事業費 125,000 125,000 0.1

　（２）単独事業費 137,897 137,897 0.2

13 　　   予　　備　　費　 50,000 50,000 0.1

82,483,748 1,418,468 83,902,216 100.0

参　　　　義務的経費計（ 1 ～ 3 ） 　　　35,594,659 645,212 36,239,871 43.2

考　　　　投資的経費計（11 ＋ 12） 　　　11,312,631 11,312,631 13.5

令和7年度　一般会計　12月補正予算（追加）　性質別分類表

区　　　　　分 現計予算額 補  正  額 補正後の予算額

合 　　　  計
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令和7年度　補正予算一覧表（12月補正追加）

［　一　般　会　計　］【物価高騰対策関連事業】 単位：千円

国庫支出金 重点交付金 県支出金 市　　債 その他 一般財源

2 1 12 コミュニティ推進課 生活応援商品券事業 628,494 514,384 114,110

3 1 1 福祉課
障害者施設等物価高騰対策支援
事業

24,410 24,410

3 1 4 長寿介護課
高齢者施設等物価高騰対策支援
事業

47,250 47,250

3 2 1 子育て推進課
児童福祉施設等運営継続支援事
業

16,600 3,316 10,843 2,441

3 2 4 子育て推進課
物価高対応子育て応援手当支給
事業

302,616 302,616

6 1 6 農政課 飼料価格高騰緊急支援事業 28,026 28,026

7 1 2 商工課 日本酒原料米価格高騰対策事業 14,000 14,000

10 6 3 学校給食センター 学校給食センター管理運営事業 13,805 13,805

1,075,201 305,932 652,718 116,551

【物価高騰対策関連事業以外】 単位：千円

国庫支出金 重点交付金 県支出金 市　　債 その他 一般財源

6 1 5 農山漁村振興課 鳥獣被害対策事業 8,400 300 8,100

8,400 300 8,100

食料品等の物価高騰による負担を軽減するための生活応援商品券事業に係る実行委
員会補助金（1人5,000円）

物価高騰の影響を受けている障害者支援施設等に対する支援金

摘　　　　　　　　　　要事　　　業　　　名 補正額
財　　源　　内　　訳

款 項 目 担当課

物価高騰の影響を受けている高齢者施設等に対する支援金

物価高騰の影響を受けている保育施設、放課後児童クラブ等に対する支援金等（国
の補助事業に、施設規模に応じて市独自に加算措置）

国の補正予算による児童手当受給者（0歳から高校生まで）に対する子育て応援手
当及び事務費（子ども1人2万円）

日本酒原料米の価格高騰の影響を受けている日本酒製造業者に対する補助金

物価高騰により不足が見込まれる学校給食賄材料費の増額

配合飼料の価格高騰の影響を受けている畜産事業者に対する補助金

事　　　業　　　名 補正額
財　　源　　内　　訳

摘　　　　　　　　　　要

小　　計　　①
（物価高騰対策関連事業）

重点支援地方交付金活用可能額（12月16日付け）
　食料品特別加算分　476,112千円　→　生活応援商品券事業で活用　377,096千円
　食料品特別加算分を除く推奨事業メニュー分　　1,076,649千円
　補正計上額　　　　　　　　　　　　　　　　　　275,622千円
　補正後残額　　　　　　　　　　　　　　　　　　801,027千円

款 項 目 担当課

①活動時間の増に伴う鳥獣被害対策実施隊員報酬の増額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,000千円
②クマ、イノシシの捕獲頭数の増などに伴う鶴岡市鳥獣被害防止対策協議会
  補助金の増額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,000千円
③県の指定管理鳥獣対策事業補助金による緊急銃猟に係る備品購入費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　400千円

小　　計　　②
（物価高騰対策関連事業　以外）
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【人件費関連】 単位：千円

国庫支出金 重点交付金 県支出金 市　　債 その他 一般財源

1 1 1 職員課 職員人件費 2,535 2,535

2 1 1 職員課 職員人件費 138,023 138,023

2 1 9 職員課 会計年度任用職員任用経費 57,346 57,346

3 1 1 職員課 職員人件費 20,142 20,142

4 1 1 職員課 職員人件費 29,298 29,298

6 1 2 職員課 職員人件費 29,707 29,707

8 1 1 職員課 職員人件費 18,906 18,906

9 1 1 職員課 職員人件費 12,176 12,176

10 1 2 職員課 職員人件費 22,155 22,155

10 1 2 管理課 会計年度任用職員任用経費 4,579 4,579

334,867 334,867

1,418,468 305,932 652,718 116,851 342,967

繰越明許費の追加

項

総務管理費

児童福祉費

事　　　業　　　名 補正額
財　　源　　内　　訳

摘　　　　　　　　　　要款 項 目 担当課

給与改定等に伴う職員人件費の増額

給与改定等に伴う職員人件費の増額

給与改定等に伴う職員人件費の増額

給与改定等に伴う会計年度任用職員任用経費の増額

小　　計　　③
（人件費関連）

合　　　計（①＋②＋③）

給与改定等に伴う会計年度任用職員任用経費の増額

給与改定等に伴う職員人件費の増額

給与改定等に伴う職員人件費の増額

給与改定等に伴う職員人件費の増額

給与改定等に伴う職員人件費の増額

給与改定等に伴う職員人件費の増額

総務費 生活応援商品券事業 628,494千円
生活応援商品券事業について、翌年度に渡って執行する
もの

民生費 物価高対応子育て応援手当支給事業 2,000千円
子育て応援手当について、年度末の出生者分が翌年度の
支出となるもの

款 事　業　名 金　　　　　額 事　由　等
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